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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期

会計期間

自平成18年
１月１日
至平成18年
６月30日

自平成19年
１月１日
至平成19年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
１月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
１月１日
至平成19年

12月31日

売上高 (千円) － 1,188,825 1,093,931 2,703,252 2,782,765

経常利益又は経常損失(△) (千円) － △22,274 △4,149 18,417 49,649

当期純利益又は中間純損失

（△）
(千円) － △12,749 △4,561 11,510 23,849

純資産額 (千円) － 1,055,822 1,015,761 1,018,719 1,057,155

総資産額 (千円) － 1,504,323 1,551,286 1,612,866 1,679,859

１株当たり純資産額 (円) － 111,697.23 108,006.84 107,420.88 111,670.70

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり中間純損失

金額（△）

(円) － △1,344.44 △480.75 1,224.71 2,514.64

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
(円) － － － 1,180.27 2,512.39

自己資本比率 (％) － 70.4 66.1 63.2 63.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 125,396 254,042 678 21,914

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － △53,811 △71,478 △86,779 △121,374

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － △2,628 △13,744 32,286 △2,397

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
(千円) － 203,598 198,874 134,323 31,803

従業員数

(ほか、平均臨時雇用者数)
(人)

－

(－)

90

(9)

93

(11)

92

(8)

79

(7)

　（注）１．第17期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第18期中及び第19期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株引受権及び新株予約権

の残高がありますが、１株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期

会計期間

自平成18年
１月１日
至平成18年
６月30日

自平成19年
１月１日
至平成19年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
１月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
１月１日
至平成19年

12月31日

売上高 (千円) 1,348,382 1,149,059 1,075,130 2,703,252 2,624,992

経常利益又は経常損失(△) (千円) △31,349 △17,554 9,838 18,417 52,866

中間（当期）純利益又は中

間純損失（△）
(千円) △17,276 △10,012 2,814 11,510 26,289

持分法を適用した場合の

投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 364,934 366,609 366,759 366,609 366,759

発行済株式総数 (株) 9,464.44 9,483.44 9,489 9,483.44 9,489.44

純資産額 (千円) 986,791 1,062,011 1,034,693 1,020,176 1,062,131

総資産額 (千円) 1,485,724 1,479,934 1,563,790 1,609,965 1,668,564

１株当たり純資産額 (円) 104,263.05 111,985.87 109,041.32 107,574.57 111,927.74

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は１株当たり

中間純損失金額（△）

(円) △1,854.59 △1,055.8 296.64 1,224.71 2,771.82

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
(円) － － － 1,180.27 2,770.80

１株当たり配当額 (円) － － － 300.00 1,500.00

自己資本比率 (％) 66.4 71.8 66.2 63.4 63.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △134,131 － － － －

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △49,000 － － － －

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 78,264 － － － －

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
(千円) 82,778 － － － －

従業員数

(ほか、平均臨時雇用者数)
(人)

102

(－)

88

(9)

93

(11)

91

(8)

77

(7)

　（注）１．第17期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第17期中及び第18期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株引受権及び新株予約権

の残高がありますが、１株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。

４．第19期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

５．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

全社共通 93 (11)

合計 93 (11)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は当中

間連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 93 (11)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は当中

間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

  当中間連結会計期間におけるわが国の経済情勢は、金融市場の混乱や原材料価格の上昇等により、不透明感が増

す中、企業業績への悪影響も懸念される状況で推移しました。

　ネットワーク市場におきましては、電子商取引、モバイル環境、セキュリティ対策といった関連分野のニーズに一

層の高まりが感じられた一方で、ネットワーク関連商品の成熟化が進む中、企業の設備投資に対する投資効果の厳

格化傾向に変わりはなく、企業間の競争は一層熾烈になっております。

　このような経済状況の中、当社は、引き続きFortinet社等の既存商品の拡販、また新規商品の収益化に向けた活動に

取り組んでまいりました。

　既存商品のFortinet社やH3C社商品等は堅調に推移したほか、官公庁向け構築案件の納入等によりネットワーク

サービスも好調に推移しましたが、その他のLoglogic 社をはじめとする新規商品については依然として立ち上げに

至っておりません。また、第２四半期に受注を見込んでおりました映像配信事業者向けの大型案件が第３四半期以

降にずれ込んだほか、第１四半期においては順調に出荷が進みました受託開発製品についても、第２四半期は取引

先都合により出荷ができない状態が続きました。

　一方、利益面につきましては、主として人員の補強のための採用費及び人件費が増加したため前期を上回る水準で

推移したほか、保守的な観点から子会社株式や投資有価証券についてその一部につき評価損を計上し、子会社のの

れんの一部については早期償却を実施いたしました。

　この結果、当中間連結会計期間における売上高は1,093,931千円（前年同期比8.0％減）、営業損失は4,767千円（前

年同期は営業損失15,555千円）、経常損失は4,149千円（前年同期は経常損失22,274千円）、中間純損失は4,561千円

（前年同期は中間純損失12,749千円）となりました。

　事業部門別の営業概況は次のとおりであります。

（ネットワークソリューション事業）

　ネットワークソリューション事業の売上高は、673,316千円（前期比22.5％減）となりました。既存商品のうち

Fortinet社やH3C社につきましては、着実に販売体制の整備が進捗したほか、認知度向上に伴い堅調に推移いたしま

した。その他の既存商品につきましては、伸びを示した商品もあるものの全般的に低調に推移しました。また、当第

２四半期において見込んでおりました映像配信事業者向けの大型案件については受注及び出荷にいたらず、受託開

発製品につきましては、第２四半期に取引先都合により出荷ができない状態が続いたため、当初の見込みを大きく

下回りました。一方Loglogic社、Imperva社等の新規商品につきましても依然として立ち上げには至らず、売上への貢

献はごく限定的な範囲に留まりました。

（ネットワークサービス事業）

　ネットワークサービス事業の売上高は、420,614千円（前期比31.3％増）となりました。官公庁向け構築案件の納入

等による設定・構築のほか保守及び技術サポートサービスが好調に推移し、当社独自のサービス商品であるマネー

ジドVPNサービスも着実に伸長しました。

事業部門別
平成19年６月中間期 平成20年６月中間期

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

ネットワークソリューション事業 868,593 73.1 673,316 61.6

ネットワークサービス事業 320,232 26.9 420,614 38.4

合計 1,188,825 100.0 1,093,931 100.0

　

 (2) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比較し167,071

千円増加し当中間連結会計期間末には198,874千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、254,042千円となりました。これは主に、たな卸資産

が65,540千円増加、仕入債務が93,805千円減少、法人税等の支払額が37,914千円生じたものの、売上債権が368,811千

円減少し、前受金が49,840千円増加したことによるものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、71,478千円となりました。これは主に、有形固定資産

の取得による支出33,872千円、貸付による支出301,904千円、貸付金の回収による収入231,854千円及び投資有価証券

の売却による収入39,318千円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、13,744千円となりました。これは主に、配当金の支払

額13,669千円によるものです。
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２【仕入、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

当中間連結会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
　　 至　平成20年６月30日） 

前年同期比（％）

ネットワークソリューション事業（千円） 560,707 △19.8

ネットワークサービス事業（千円） 108,146 30.2

合計 668,853 △14.5

　（注）　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当中間連結会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
　　至　平成20年６月30日）

受注高
（千円）

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

ネットワークソリューション事業 834,755 △12.7 257,731 △18.5

ネットワークサービス事業 517,395 37.2 109,215 △22.6

合計 1,352,150 1.4 366,946 △19.8

　（注）　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
　　 至　平成20年６月30日） 

前年同期比（％）

ネットワークソリューション事業（千円） 673,316 △22.5

ネットワークサービス事業（千円） 420,614 31.3

合計 1,093,931 △8.0

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対す

る割合は次のとおりであります。

相手先

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

金額
（千円）

割合
（％）

金額
（千円）

割合
（％）

㈱ＵＳＥＮ 128,280 11.2 － －

（注）　なお、当中間連結会計期間における相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合については、当該割合が総販売実績の100分の10未満であるため、記載を省略しており

ます。
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３【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,000

計 32,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年９月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,489 9,489 　
東京証券取引所

（マザーズ）
－

計 9,489 9,489　 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株引受権及び新株予約権の

行使により発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成15年３月31日定時株主総会特別決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 18 18

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 36 36

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000 同左

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日～

平成26年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　200,000

資本組入額　100,000
同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の行使は、行使

しようとする新株予約権ま

たは新株予約権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取締

役会の決議により特に行使

を認められた場合はこの限

りではない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分をすることがで

きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権発行後、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により目的たる株

式の数を調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数についてはこれを切り上げるも

のとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使または消却されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

また、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整するも

のとする。

調整後行使価額 ＝
既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

２．平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年８月30日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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②　平成16年３月31日定時株主総会特別決議及び平成16年12月13日取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 29 29

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 58 58

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日～

平成27年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　200,000

資本組入額　100,000
同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の行使は、行使

しようとする新株予約権ま

たは新株予約権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取締

役会の決議により特に行使

を認められた場合はこの限

りではない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分をすることがで

きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権発行後、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により目的たる株

式の数を調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数についてはこれを切り上げるも

のとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使または消却されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

また、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整するも

のとする。

調整後行使価額 ＝
既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

２．平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年８月30日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職に伴う失権分を減じて表記しております。
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③　平成16年３月31日定時株主総会特別決議及び平成17年１月31日取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 6 6

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12 12

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日～

平成27年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　200,000

資本組入額　100,000
同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の行使は、行使

しようとする新株予約権ま

たは新株予約権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取締

役会の決議により特に行使

を認められた場合はこの限

りではない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分をすることがで

きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注) １．新株予約権発行後、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により目的たる株

式の数を調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数についてはこれを切り上げるも

のとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使または消却されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

また、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整するも

のとする。

調整後行使価額 ＝
既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

２．平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年８月30日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

EDINET提出書類

株式会社ネットワークバリューコンポネンツ(E05546)

半期報告書

13/59



④　平成17年３月31日定時株主総会特別決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 107 107

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 214 214

新株予約権の行使時の払込金額（円） 202,000 同左

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～

平成27年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　202,000

資本組入額　101,000
同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の行使は、行使

しようとする新株予約権ま

たは新株予約権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取締

役会の決議により特に行使

を認められた場合はこの限

りではない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分をすることがで

きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権発行後、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により目的たる株

式の数を調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数についてはこれを切り上げるも

のとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使または消却されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

また、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整するも

のとする。

調整後行使価額 ＝
既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

２．平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年８月30日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職に伴う失権分を減じて表記しております。
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⑤　平成18年３月31日定時株主総会特別決議

区分
中間会計期間末現在
（平成20年６月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 108 108

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 108 108

新株予約権の行使時の払込金額（円） 985,521 同左

新株予約権の行使期間
平成18年６月１日～

平成28年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　985,521

資本組入額　492,760.5
同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の行使は、行使

しようとする新株予約権ま

たは新株予約権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取締

役会の決議により特に行使

を認められた場合はこの限

りではない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分をすることがで

きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権発行後、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により目的たる株

式の数を調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数についてはこれを切り上げるも

のとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使または消却されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数 ＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

また、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整するも

のとする。

調整後行使価額 ＝
既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職に伴う失権分を減じて表記しております。
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（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年１月１日～

平成20年６月30日

（注） 

△0.44 9,489 － 366,759 － 383,009

　（注）　自己株式の消却による減少であります。

（５）【大株主の状況】

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

渡部　進 神奈川県横須賀市 5,242 55.24

有限会社シークス 神奈川県横須賀市馬堀海岸3-18-16 560 5.90

渡部　美津子 神奈川県横須賀市 144 1.51

松井証券株式会社（一般信用口） 東京都千代田区麹町1-4 103 1.08

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 100 1.05

米津　久矢 愛知県名古屋市中川区 79 0.83

バンクオブニューヨークジーシー

エムクライアントアカウンツイー

アイビーエル

（常任代理人　株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行）

1 BROADGATE,

LONDON EC2M YHA UNITED　

KINGDOM

（東京都千代田区丸の内2-7-1）

75 0.79

渡部　耕平 神奈川県横須賀市 72 0.75

渡部　慎平 神奈川県横須賀市 72 0.75

太田　祐樹 神奈川県横須賀市 54 0.56

寺田　賢太郎 神奈川県藤沢市 48 0.50

計 － 6,549 69.01
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　9,489 9,489

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

発行済株式総数 9,489 － －

総株主の議決権 － 9,489 －

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 203,000 150,000 163,000 182,000 186,000 204,000

最低（円） 132,000 133,000 131,000 148,000 166,000 165,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　前中間会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30

日）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成

20年６月30日）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）の中間財務

諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

区分
注記

番号

前中間連結会計期間末

（平成19年６月30日）
当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

　 金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　  203,598   198,874   31,803  

２．受取手形及び売掛
金

　  364,621   377,914   746,725  

３．たな卸資産 　  290,849   313,778   248,238  

４．前渡金 　  －   80,992   －  

５．その他 　  77,513   111,580   161,144  

貸倒引当金 　  －   △37   △298  

流動資産合計 　  936,583 62.3  1,083,103 69.8  1,187,612 70.7

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物 　 21,292   29,092   30,987   

(2）車両運搬具 　 914   513   657   

(3）工具器具備品 　 181,362   171,099   178,001   

(4）土地 　 17,113 220,682  17,113 217,818  17,113 226,759  

２．無形固定資産 　          

(1）その他 　 19,970 19,970  20,027 20,027  16,981 16,981  

３．投資その他の資産 　          

(1）投資有価証券 　 269,749   153,145   180,465   

(2）その他 　 55,247 324,997  77,190 230,336  68,040 248,505  

固定資産合計 　  565,650 37.6  468,182 30.2  492,246 29.3

Ⅲ　繰延資産 　  2,089 0.1  － －  － －

資産合計 　  1,504,323 100.0  1,551,286 100.0  1,679,859 100.0
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区分
注記

番号

前中間連結会計期間末

（平成19年６月30日）
当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

　 金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．買掛金 　  136,296   185,663   279,469  

２．前受金 　  188,794   246,888   197,048  

３．賞与引当金 　  －   6,500   －  

４．未払金 　  －   80,915   －  

５．その他 ※３  88,705   14,974   135,571  

流動負債合計 　  413,796 27.5  534,942 34.5  612,088 36.5

Ⅱ　固定負債 　          

１．その他 　  34,703   582   10,615  

固定負債合計 　  34,703 2.3  582 0.0  10,615 0.6

負債合計 　  448,500 29.8  535,524 34.5  622,703 37.1

　 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  366,609 24.4  366,759 23.6  366,759 21.8

２．資本剰余金 　  382,859 25.4  383,009 24.7  383,009 22.8

３．利益剰余金 　  253,106 16.8  270,835 17.5  289,706 17.3

株主資本合計 　  1,002,575 66.6  1,020,604 65.8  1,039,475 61.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  56,698 3.8  4,272 0.3  20,217 1.2

評価・換算差額等合
計

　  56,698 3.8  4,272 0.3  20,217 1.2

Ⅲ　少数株主持分 　  △3,451 △0.2  △9,115 △0.6  △2,536 △0.2

純資産合計 　  1,055,822 70.2  1,015,761 65.5  1,057,155 62.9

負債純資産合計 　  1,504,323 100.0  1,551,286 100.0  1,679,859 100.0
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②【中間連結損益計算書】

区分 注記
番号

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  1,188,825 100.0  1,093,931 100.0  2,782,765 100.0

Ⅱ　売上原価 　  864,344 72.7  754,135 68.9  2,030,548 73.0

売上総利益 　  324,480 27.3  339,796 31.1  752,217 27.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  340,035 28.6  344,564 31.5  701,583 25.2

営業利益又は営業損失
（△）

　  △15,555 △1.3  △4,767 △0.4  50,634 1.8

Ⅳ　営業外収益 　          

１．受取利息 　 81   652   237   

２．受取配当金 　 7   6   13   

３．受取家賃収入 　 434   179   783   

４．業務受託収入 　 －   －   663   

５．為替差益 　 －   1,204   －   

６．雑収入 　 1,047 1,570 0.1 939 2,981 0.2 2,209 3,906 0.2

Ⅴ　営業外費用 　          

１．支払利息 　 9   134   79   

２．支払手数料 　 －   2,000   －   

３．為替差損 　 6,151   －   86   

４．新株発行費償却 　 2,089   －   4,179   

５．株式交付費 　 －   －   15   

６．雑損失 　 38 8,289 0.7 227 2,362 0.2 530 4,891 0.2

経常利益又は経常損失
（△）

　  △22,274 △1.9  △4,149 △0.4  49,649 1.8

Ⅵ　特別利益 　          

１．固定資産売却益 ※２ 38   261   49   

２．貸倒引当金戻入額 　 249   224   －   

３. 株式交換差益 ※３ 2,362   －   2,362   

４．投資有価証券売却益 　 － 2,649 0.2 － 485 0.0 23,568 25,980 0.9

Ⅶ　特別損失 　          

１．固定資産除却損 ※４ －   －   5,183   

２．投資有価証券評価損 　 875   1,134   921   

３．商品除却損 　 －   －   3,448   

４．原状回復費用 　 －   －   2,937   

５．デューデリジェンス費用 　 －   －   9,663   

６．商品評価損 　 －   －   4,864   

７．減損損失 ※５ － 875 0.0 1,459 2,594 0.2 － 27,018 1.0

税金等調整前中間純損失
（△)又は当期純利益 　  △20,499 △1.7  △6,258 △0.6  48,610 1.7

法人税、住民税及び事業税 　 249   1,656   38,413   

法人税等調整額 　 △6,005 △5,755 △0.5 3,226 4,882 0.4 △12,573 25,840 0.9

少数株主損失 　  1,994 0.1  6,578 0.6  1,079 0.0

中間純損失（△）又は当
期純利益

　  △12,749 △1.1  △4,561 △0.4  23,849 0.8
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高（千円） 366,609 382,859 268,701 1,018,170 2,006 2,006 △1,457 1,018,719

中間連結会計期間中の変動額         

剰余金の配当   △2,845 △2,845    △2,845

中間純損失   △12,749 △12,749    △12,749

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

    54,691 54,691 △1,994 52,697

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － △15,594 △15,594 54,691 54,691 △1,994 37,102

平成19年６月30日残高（千円） 366,609 382,859 253,106 1,002,575 56,698 56,698 △3,451 1,055,822

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他有価
証券評価差
額金      

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高（千
円）

366,759 383,009 289,706 － 1,039,475 20,217 20,217 △2,536 1,057,155

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当   △14,234  △14,234    △14,234

中間純損失   △4,561  △4,561    △4,561

自己株式の取得    △74 △74    △74

自己株式の消却   △74 74 －    －

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額）

     △15,944 △15,944 △6,578 △22,523

中間連結会計期間中の変動額
合計（千円）

－ － △18,870 － △18,870 △15,944 △15,944 △6,578 △41,394

平成20年６月30日残高（千
円）

366,759 383,009 270,835 － 1,020,604 4,272 4,272 △9,115 1,015,761

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高（千円） 366,609 382,859 268,701 1,018,170 2,006 2,006 △1,457 1,018,719

連結会計年度中の変動額         

新株の発行 150 150  300    300

剰余金の配当   △2,845 △2,845    △2,845

当期純利益   23,849 23,849    23,849

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    18,210 18,210 △1,079 17,131

連結会計年度中の変動額合計（千
円）

150 150 21,004 21,304 18,210 18,210 △1,079 38,436

平成19年12月31日残高（千円） 366,759 383,009 289,706 1,039,475 20,217 20,217 △2,536 1,057,155
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

（自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　    

税金等調整前中間純損失（△）又は当

期純利益
　 △20,499 △6,258 48,610

減価償却費 　 42,190 44,808 97,321

のれん償却額 　 661 564 1,323

貸倒引当金の増加額（△減少額） 　 △249 △260 49

賞与引当金の増加額 　 － 6,500 －

受取利息及び受取配当金 　 △89 △658 △250

支払利息 　 9 134 79

為替差損（△為替差益） 　 △317 4,456 663

新株発行費償却 　 2,089 － 4,179

株式交付費 　 － － 15

有形固定資産売却益 　 △38 △261 △49

有形固定資産除却損 　 － － 5,183

投資有価証券評価損 　 875 1,134 921

投資有価証券売却益 　 － － △23,568

株式交換差益 　 △2,362 － △2,362

減損損失 　 － 1,459 －

売上債権の減少額（△増加額） 　 259,905 368,811 △122,198

たな卸資産の減少額（△増加額） 　 7,606 △65,540 50,217

その他資産の増加額 　 △6,443 △15,418 △40,716

仕入債務の減少額 　 △200,257 △93,805 △57,085

前受金の増加額 　 24,566 49,840 32,820

その他負債の増加額（△減少額） 　 △5,878 △3,986 6,961

小計 　 101,769 291,521 2,116

利息及び配当金の受取額 　 89 570 250

利息の支払額 　 △9 △134 △79

法人税等の支払額 　 － △37,914 △5,539

還付法人税等の受取額 　 23,547 － 25,166

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 125,396 254,042 21,914

 

EDINET提出書類

株式会社ネットワークバリューコンポネンツ(E05546)

半期報告書

23/59



  
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
　至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
　至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

（自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　    

投資有価証券の取得による支出 　 △10,000 － △10,000

投資有価証券の売却による収入 　 － 39,318 11,000

有形固定資産の取得による支出 　 △40,863 △33,872 △105,124

有形固定資産の売却による収入 　 1,192 767 1,437

無形固定資産の取得による支出 　 △4,140 △7,641 △4,140

貸付による支出 　 － △301,904 △176

貸付金の回収による収入 　 － 231,854 －

敷金保証金の差入による支出 　 － － △14,371

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △53,811 △71,478 △121,374

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　    

短期借入による収入 　 30,000 200,000 180,000

短期借入金の返済による支出 　 △30,000 △200,000 △180,000

株式の発行による収入 　 － － 285

自己株式の取得による支出 　 － △74 －

配当金の支払額 　 △2,628 △13,669 △2,682

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △2,628 △13,744 △2,397

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 317 △1,746 △663

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 　 69,274 167,071 △102,520

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 134,323 31,803 134,323

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残

高
※１ 203,598 198,874 31,803
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 　子会社は全て連結しております。

連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

株式会社ジャパン・モバイル・

プラットホーム

　子会社は全て連結しております。

連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

株式会社ジャパン・モバイル・

プラットホーム

　子会社は全て連結しております。

連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

株式会社ジャパン・モバイル・

プラットホーム

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同左 同左

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

　連結子会社の中間決算日は、中間連

結決算日と一致しております。

同左 　連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用

しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を

採用しております。

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

 

 

時価のないもの

同左

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。

時価のないもの

同左

　 ②たな卸資産

商品

　総平均法による原価法を採用

しております。

仕掛品

　個別法による原価法を採用し

ております。

②たな卸資産

商品

同左

 

仕掛品

同左

②たな卸資産

商品

同左

 

仕掛品

同左

　 (2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

　定率法（ただし、建物（建物附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建　　　　物　５年～39年

工具器具備品　２年～15年

車両運搬具　　４年

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

同左

　 ②無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（３年ないし５年）に

基づく償却をしております。

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　 (3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当

中間期の負担額を計上しており

ます。 

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

 

 

 

 

 

②賞与引当金

同左

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

 

 

 

 

 

②　　　――――――

　

　 (4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

同左

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。

　 (5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

　 (6）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

(6）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

(6）その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５．のれんの償却に関する事

項

　のれんの償却については、５年間で

均等償却しております。

同左 同左

６．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許現金・随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同左 同左

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（減価償却方法の変更）

　当中間連結会計期間より、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法律　平成

19年３月30日　法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令　平成19年３月

30日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１

日以降に取得したものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。

―――――― （減価償却方法の変更）

　当連結会計年度より、法人税法の改正（（所

得税法等の一部を改正する法律　平成19年３

月30日　法律第６号）及び（法人税法施行令

の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政

令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降

に取得したものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。
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表示方法の変更

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

―――――― （貸借対照表）

　「前渡金」は、前中間連結会計期間末は、流動資産の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間末において資産の合

計の100分の５を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間連結会計期間末の「前渡金」の金額は35,285千円であり

ます。 

　「未払金」は、前中間連結会計期間末は、流動負債の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間末において負債及び

純資産の合計の100分の５を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間連結会計期間末の「未払金」の金額は69,779千円であり

ます。 

追加情報

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

―――――― 　当社グループは、法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。

――――――

注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日現在）

前連結会計年度
（平成19年12月31日現在）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

357,972千円 433,459千円 392,914千円

２．当座貸越契約について ２．当座貸越契約について ２．当座貸越契約について

　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当

中間連結会計年期間の借入未実行残高

は次のとおりであります。

　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

 　　　　　 　　　　　　  （千円）

当座貸越限度額の総額　　　　800,000

借入実行残高          　　　     －

差引額 　　　 　 　　 　　　800,000

 　　　　　 　　　　　　  （千円）

当座貸越限度額の総額　　　1,000,000

借入実行残高          　　　　　 －

差引額 　　　 　 　　 　　1,000,000

 　　　　　 　　　　　　  （千円）

当座貸越限度額の総額　　　　800,000

借入実行残高              　　　 －

差引額 　　　 　 　　　　　 800,000

※３．仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しており

ます。

※３．同左 ※３．　　　　　――――――
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

　 （千円）

給料手当 138,325

　 （千円）

給料手当 131,360

地代家賃 38,880

賞与引当金繰入額 6,500

　 （千円）

給料手当 272,775

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。

　 （千円）

工具器具備品 38

　 （千円）

工具器具備品 261

　 （千円）

工具器具備品 49

※３．株式交換差益の内容は次のとおりであ

ります。

※３．　　　　　―――――― ※３．株式交換差益の内容は次のとおりであ

ります。

  当社が保有するIronport社の株式が

Cisco社の株式に交換されたことにより、

2,362千円の株式交換差益を計上しまし

た。

   当社が保有するIronport社の株式が

Cisco社の株式に交換されたことにより、

2,362千円の株式交換差益を計上しまし

た。

※４．　　　　　―――――― ※４．　　　　　―――――― ※４．固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。

  　 （千円）

工具器具備品 5,183

※５．　　　　　―――――― ※５．当グループは、当中間連結会計期間にお

いて以下のとおり減損損失を計上しまし

た。

（1）減損損失を認識した資産

用途 種類 場所

その他 のれん －

（2）減損損失の認識に至った経緯

　取得時に検討した事業計画において、当

初想定していた収益が見込めなくなった

ことから減損損失を認識しております。

（3）減損損失の金額

のれん　　　　　　　　　1,459千円

（4）資産のグルーピングの方法

　当社グループは、概ね独立したキャッ

シュ・フローを生み出す最小単位である

会社ごとに資産のグルーピングを行って

おります。

（5）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、子会社株式の正味売却

可能価額により測定しており、正味売却可

能価額は主として売却合意価額を使用し

ております。

※５．　　　　　――――――
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前連結会計年度末株式

数（株）

当中間連結会計期間増

加株式数（株）

当中間連結会計期間減

少株式数（株）

当中間連結会計期間末

株式数（株）

発行済株式     

普通株式 9,483.44 － － 9,483.44

合計 9,483.44 － － 9,483.44

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成19年３月29日

定時株主総会
普通株式 2,845 300 平成18年12月31日 平成19年３月30日

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末株式

数（株）

当中間連結会計期間増

加株式数（株）

当中間連結会計期間減

少株式数（株）

当中間連結会計期間末

株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 9,489.44 － 0.44 9,489

合計 9,489.44 － 0.44 9,489

自己株式     

普通株式（注）２，３ － 0.44 0.44 －

合計 － 0.44 0.44 －

（注）１．普通株式の発行済株式の減少0.44株は自己株式の消却によるものです。

２．普通株式の自己株式の増加0.44株は、端株の買取りによる増加であります。

３．普通株式の自己株式の減少0.44株は自己株式の消却によるものです。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成20年３月28日

定時株主総会
普通株式 14,234 1,500 平成19年12月31日 平成20年３月31日

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前連結会計年度末株式

数（株）

当連結会計年度増加株

式数（株）

当連結会計年度減少株

式数（株）

当連結会計年度末株式

数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 9,483.44 6 － 9,489.44

合計 9,483.44 6 － 9,489.44

（注）　普通株式の発行済株式総数の増加６株は、新株予約権の行使による増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成19年３月29日

定時株主総会
普通株式 2,845 300 平成18年12月31日 平成19年３月30日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成20年３月28日

定時株主総会
普通株式 14,234 利益剰余金 1,500 平成19年12月31日 平成20年３月31日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

（平成19年６月30日現在） （平成20年６月30日現在） （平成19年12月31日現在）

　 （千円）

現金及び預金勘定 203,598

現金及び現金同等物 203,598

　 （千円）

現金及び預金勘定 198,874

現金及び現金同等物 198,874

　 （千円）

現金及び預金勘定 31,803

現金及び現金同等物 31,803
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（リース取引関係）

　前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

　　至　平成19年６月30日）

　当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

　　至　平成20年６月30日）

　前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

　　至　平成19年12月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

 （借主側）

 （1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

 （借主側）

 （1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

 （1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

　
有形固定

資産

有形固定

資産
合計

　 建物
工具器具

備品
　

　 （千円） （千円） （千円）

取得価額

相当額
3,082 7,394 10,476

減価償却

累計額相

当額

3,019 1,499 4,518

中間期末

残高相当

額

62 5,894 5,957

　

　
有形固定

資産
合計

　
工具器具

備品
　

　 （千円） （千円）

取得価額相当

額
13,866 13,866

減価償却累計

額相当額
4,013 4,013

中間期末残高

相当額
9,853 9,853

　

　
有形固定

資産

有形固定

資産
合計

　 建物
工具器具

備品
　

　 （千円） （千円） （千円）

取得価額

相当額
－ 7,394 7,394

減価償却

累計額相

当額

－ 2,775 2,775

期末残高

相当額
－ 4,618 4,618

　

（2）未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内　　　　　　1,420千円

１年超　　　　　　　5,357千円

合計　　　　　　　　6,777千円

（2）未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内　　　　　　3,412千円

１年超　　　　　　　8,229千円

合計　　　　　　　 11,642千円

（2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内　　　　　　1,300千円

１年超　　　　　　　4,702千円

合計　　　　　　　　6,002千円 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料　　　　  903千円

減価償却費相当額　　　917千円 

支払利息相当額　　　　 62千円 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料　　　　  913千円

減価償却費相当額　　1,237千円 

支払利息相当額　　　　 79千円 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料　　　　1,767千円

減価償却費相当額　　2,256千円 

支払利息相当額　　　　152千円 

（4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残価保証金額

を残存価額として計算した法定定率法の償

却費に、10／９を乗じる方法（10／９定率

法) によっております。

（5）利息相当額の算定方法

　支払利息相当額は利息法に基づくもので

あります。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失がないた

め、項目等の記載は省略しております。

（4）減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 

 

（5）利息相当額の算定方法

同左

 

（減損損失について）

同左

 

（4）減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 

 

（5）利息相当額の算定方法

同左

 

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

株式 42,429 132,867 90,437

合計 42,429 132,867 90,437

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 136,882

当中間連結会計期間末（平成20年６月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

株式 22,704 30,798 7,958

合計 22,704 30,798 7,958

（注）１．その他有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得価額に比べ50％以上下落したものについては

回復可能性を検討し、回復する可能性が明らかでない銘柄について減損処理を行っております。

２．当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について135千円の減損処理を行っ

ております。

３．表中の「取得価額」は減損処理後の帳簿価額であります。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 122,346

（注）１．時価のない有価証券については、取得価額に対して実質的価額が著しく低下した状況が続き、将来、

回復可能性がないと判断した株式について減損処理を行っております。

２．当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価評価されていない株式について999千円の減損

処理を行っております。

前連結会計年度末（平成19年12月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 22,839 55,495 32,655

合計 22,839 55,495 32,655

（注）１．その他有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得価額に比べ50％以上下落したものについては

回復可能性を検討し、回復する可能性が明らかでない銘柄について減損処理を行っております。

２．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について921千円の減損処理を行ってお

ります。

３．表中の「取得価額」は減損処理後の帳簿価額であります。

 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）
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売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円）

28,668 23,568 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 124,969

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間末（平成20年６月30日現在）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

前連結会計年度末（平成19年12月31日現在）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

ストック・オプションに係る費用等は計上しておりません。

　

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容

 
平成13年１月

ストック・オプション
平成14年４月

ストック・オプション
平成15年12月

ストック・オプション
平成16年12月

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人

数

当社取締役　２名

当社従業員　12名

当社取締役　２名

当社従業員　12名

当社取締役　３名

当社監査役　１名

当社従業員　37名

当社取締役　３名

当社監査役　１名

当社従業員　24名

ストック・オプション数

（注）１

普通株式　 108株

（注）２、３

普通株式　 104株

（注）２，３

普通株式　 200株

（注）３

普通株式　 180株

（注）３

付与日 平成13年１月31日 平成14年４月30日 平成15年12月15日 平成16年12月30日

権利確定条件

権利確定条件は付され

ておりません。なお、被

付与者が取締役、従業

員の地位を失った場合

は原則として権利行使

をすることはできませ

ん。その他、細目につい

ては発行要項に定めて

おります。

 

権利確定条件は付され

ておりません。なお、被

付与者が取締役、従業

員の地位を失った場合

は原則として権利行使

をすることはできませ

ん。その他、細目につい

ては発行要項に定めて

おります。

権利確定条件は付され

ておりません。なお、被

付与者が取締役、監査

役、従業員の地位を

失った場合は原則とし

て権利行使をすること

はできません。その他、

細目については発行要

項に定めております。 

権利確定条件は付され

ておりません。なお、被

付与者が取締役、監査

役、従業員の地位を

失った場合は原則とし

て権利行使をすること

はできません。その他、

細目については発行要

項に定めております。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
自　平成15年２月１日

至　平成20年１月31日

自　平成16年５月１日

至　平成21年４月30日

自　平成17年４月１日

至　平成26年３月31日

自　平成18年４月１日

至　平成27年３月31日

権利行使価格（円） 50,000 75,000 200,000 200,000

付与日における公正な評

価単価（円）（注）４
－ － － －

 
平成17年２月

ストック・オプション
平成17年６月

ストック・オプション
平成18年４月

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人

数

当社取締役　１名

社外協力者　２名

当社取締役　４名

当社監査役　２名

当社従業員　40名

社外協力者　４名

当社取締役　５名

当社監査役　２名

当社従業員　61名

ストック・オプション数

（注）１

普通株式　　20株

（注）３

普通株式　 300株

（注）３

普通株式　 200株

 

付与日 平成17年２月10日 平成17年６月30日 平成18年４月28日
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平成17年２月

ストック・オプション
平成17年６月

ストック・オプション
平成18年４月

ストック・オプション

権利確定条件

権利確定条件は付され

ておりません。なお、被

付与者が取締役、社外

協力者の地位を失った

場合は原則として権利

行使をすることはでき

ません。その他、細目に

ついては発行要項に定

めております。

権利確定条件は付され

ておりません。なお、被

付与者が取締役、監査

役、従業員または社外

協力者の地位を失った

場合は原則として権利

行使をすることはでき

ません。その他、細目に

ついては発行要項に定

めております。 

権利確定条件は付され

ておりません。なお、被

付与者が取締役、監査

役、従業員の地位を

失った場合は原則とし

て権利行使をすること

はできません。その他、

細目については発行要

項に定めております。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
自　平成18年４月１日

至　平成27年３月31日

自　平成17年７月１日

至　平成27年３月31日

自　平成18年６月１日

至　平成28年３月31日

権利行使価格（円） 200,000 202,000 985,521

付与日における公正な評

価単価（円）（注）４
－ － －

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．平成14年10月８日付をもって普通株式１株を２株に分割しております。

３．平成17年８月30日付をもって普通株式１株を２株に分割しております。

４．会社法の施行以前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　当社グループは、ネットワーク関連商品の輸入、開発、販売とサポート及びネットワークインテグレーショ

ンを主要な事業内容としており、単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　当社グループは、ネットワーク関連商品の輸入、開発、販売とサポート及びネットワークインテグレーショ

ンを主要な事業内容としており、単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　当社グループは、ネットワーク関連商品の輸入、開発、販売とサポート及びネットワークインテグレーショ

ンを主要な事業内容としており、単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 111,697円23銭

１株当たり中間純損失

金額
1,344円44銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額
－

１株当たり純資産額 108,006円84銭

１株当たり中間純損失

金額
480円75銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額
－　

１株当たり純資産額 111,670円70銭

１株当たり当期純利益

金額
2,514円64銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
2,512円39銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中

間純損失であるため、記載しておりま

せん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中

間純損失であるため、記載しておりま

せん。

　

　（注）　１株当たり中間純損失金額又は１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間純損失金額又

は当期純利益金額
   

中間純損失（△）又は当期

純利益（千円）
△12,749 △4,561 23,849

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る中間純損失

（△）又は当期純利益（千

円）

△12,749 △4,561 23,849

期中平均株式数（株） 9,483 9,489 9,484

　    

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額
   

中間（当期）純利益調整額

（千円）
－ － －

普通株式増加数（株） － － 3

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権５種類（新株

予約権の数312個）。

新株予約権５種類（新株

予約権の数268個）。

新株予約権５種類（新株

予約権の数282個）。
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

―――――― (子会社設立)
　平成20年８月８日開催の臨時取締役会にお
いて、子会社を平成20年８月15日に設立する
ことを決議いたしました。

　新会社は、次世代ルーティング技術と目され

るフローベースのルーターメーカであるSable
社との資本・業務提携により、Sable社のもつ
製品及び基礎技術に日本の開発技術を加え、

IT分野では珍しい日本発で世界市場へ挑む次
世代ネットワーク機器メーカとして事業展開

を図ることを主な目的とし、当該子会社を設

立いたしました。

１．当該子会社の概要

(1) 商号
株式会社セーブルネットワークス

(2) 代表者
二木 均

(3) 所在地
東京都港区芝公園一丁目6番8号

(4) 設立
平成20年８月15日

(5) 決算期
３月

(6) 資本金
250,000千円

(7) 出資比率
株式会社ネットワークバリューコンポネ

ンツ（当社）　92％
二木 均　８％

――――――

 (子会社設立)
　平成20年９月10日開催の定時取締役会にお
いて、子会社を平成20年９月10日に設立する
ことを決議いたしました。

　先般設立しました子会社である株式会社

セーブルネットワークス社は、Sable社のもつ
製品及び基礎技術に日本の開発技術を加え、

次世代ネットワーク機器メーカとして事業展

開を図ることを主な目的としておりますが、

日本市場の迅速な立ち上げには、販売体制の

整備が不可欠であると判断し、このたび製品

販売を主な事業目的とする株式会社セーブル

ネットワークスジャパンを当社と株式会社

セーブルネットワークス社との共同出資によ

り設立いたしました。

１．当該子会社の概要

(1) 商号
株式会社セーブルネットワークスジャパ

ン

(2) 代表者
渡部　進

(3) 所在地
東京都港区港南二丁目4番3号

(4) 設立
平成20年９月10日

(5) 決算期
３月

(6) 資本金
10,000千円

(7) 出資比率
株式会社ネットワークバリューコンポネ

ンツ（当社）　51％
株式会社セーブルネットワークス　49％
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（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　 186,623   198,824   31,256   

２．受取手形  2,595   11,913   13,226   

３．売掛金 　 346,905   366,000   677,839   

４．たな卸資産 　 262,863   225,837   228,051   

５．前渡金 　 －   80,992   73,426   

６．短期貸付金 　 －   168,126   65,226   

７．その他 　 114,060   43,888   87,762   

　　貸倒引当金 　 －   △37   △276   

流動資産合計 　  913,049 61.7  1,095,545 70.1  1,176,511 70.5

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※1          

(1) 建物 　 21,292   29,092   30,987   

(2) 車両運搬具 　 914   513   657   

(3) 工具器具備品 　 181,362   171,099   178,001   

(4) 土地 　 17,113   17,113   17,113   

計 　 220,682   217,818   226,759   

２．無形固定資産 　 14,015   16,489   11,687   

３．投資その他の資産 　          

(1) 投資有価証券 　 269,749   153,145   180,465   

(2) その他 　 60,347   80,790   73,140   

計 　 330,097   233,936   253,605   

固定資産合計 　  564,794 38.2  468,244 29.9  492,053 29.5

Ⅲ　繰延資産 　  2,089 0.1  － －  － －

資産合計 　  1,479,934 100.0  1,563,790 100.0  1,668,564 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．買掛金 　 122,331   181,756   267,371   

２．未払金 　 64,374   78,431   65,261   

３．前受金 　 177,946   246,888   197,048   

４．賞与引当金 　 －   6,500   －   

５．その他 ※3 18,567   14,939   66,137   

流動負債合計 　  383,219 25.9  528,515 33.8  595,818 35.7

Ⅱ　固定負債 　          

１．繰延税金負債 　 34,703   582   10,615   

固定負債合計 　  34,703 2.3  582 0.0  10,615 0.6

負債合計 　  417,923 28.2  529,097 33.8  606,433 36.3

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  366,609 24.8  366,759 23.5  366,759 22.0

２．資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 382,859   383,009   383,009   

資本剰余金合計 　  382,859 25.9  383,009 24.5  383,009 23.0

３．利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 2,855   2,855   2,855   

(2）その他利益剰余金 　          

繰越利益剰余金 　 252,988   277,796   289,290   

利益剰余金合計 　  255,843 17.3  280,651 17.9  292,145 17.5

株主資本合計 　  1,005,312 68.0  1,030,420 65.9  1,041,914 62.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  56,698 3.8  4,272 0.3  20,217 1.2

評価・換算差額等
合計

　  56,698 3.8  4,272 0.3  20,217 1.2

純資産合計 　  1,062,011 71.8  1,034,693 66.2  1,062,131 63.7

負債純資産合計 　  1,479,934 100.0  1,563,790 100.0  1,668,564 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  1,149,059 100.0  1,075,130 100.0  2,624,992 100.0

Ⅱ　売上原価 　  833,233 72.5  732,136 68.1  1,896,239 72.2

売上総利益 　  315,825 27.5  342,993 31.9  728,753 27.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　  328,333 28.6  339,607 31.6  678,972 25.9

営業利益又は営業
損失（△）

　  △12,507 △1.1  3,385 0.3  49,780 1.9

Ⅳ　営業外収益 ※1  3,241 0.3  8,588 0.8  7,976 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※2  8,289 0.7  2,134 0.2  4,891 0.2

経常利益又は経常
損失（△）

　  △17,554 △1.5  9,838 0.9  52,866 2.0

Ⅵ　特別利益 ※3  2,649 0.2  463 0.0  26,229 1.0

Ⅶ　特別損失 ※4  875 0.1  2,634 0.2  27,018 1.0

税引前中間(当期)純
利益又は中間純損
失（△）

　  △15,780 △1.4  7,667 0.7  52,077 2.0

法人税、住民税及び
事業税

　 237   1,621   38,366   

法人税等調整額 　 △6,005 △5,768 △0.5 3,231 4,852 0.4 △12,578 25,787 1.0

中間(当期)純利益又
は中間純損失
（△）

　  △10,012 △0.9  2,814 0.3  26,289 1.0
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間　（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

 株主資本 評価・換算差額等  

　 資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計

純資産合

計
資本準備

金

資本剰余

金合計

利益準備

金

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計繰越利益

剰余金

平成18年12月31日残高

（千円）
366,609 382,859 382,859 2,855 265,845 268,701 1,018,170 2,006 2,006 1,020,176

中間会計期間中の変動

額
          

剰余金の配当     △2,845 △2,845 △2,845   △2,845

中間純損失     △10,012 △10,012 △10,012   △10,012

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

       54,691 54,691 54,691

中間会計期間中の変動

額合計（千円）
－ － － － △12,857 △12,857 △12,857 54,691 54,691 41,834

平成19年６月30日残高

（千円）
366,609 382,859 382,859 2,855 252,988 255,843 1,005,312 56,698 56,698 1,062,011

　           

当中間会計期間　（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

 株主資本 評価・換算差額等  

　 資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計

純資産合計資本準

備金

資本剰余

金合計

利益準

備金

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計繰越利益

剰余金

平成19年12月31

日残高（千円）
366,759 383,009 383,009 2,855 289,290 292,145 － 1,041,914 20,217 20,217 1,062,131

中間会計期間中

の変動額
           

剰余金の配当     △14,234 △14,234  △14,234   △14,234

中間純利益     2,814 2,814  2,814   2,814

自己株式の取

得
      △74 △74   △74

自己株式の消

却
    △74 △74 74 －   －

株主資本以外

の項目の中間

会計期間中の

変動額（純

額）

        △15,944 △15,944 △15,944

中間会計期間中

の変動額合計

（千円）

－ － － － △11,493 △11,493 － △11,493 △15,944 △15,944 △27,438

平成20年６月30

日残高（千円）
366,759 383,009 383,009 2,855 277,796 280,651 － 1,030,420 4,272 4,272 1,034,693

　            

前事業年度の株主資本等変動計算書　（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 株主資本 評価・換算差額等  

　 資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計

純資産合

計
資本準備

金

資本剰余

金合計

利益準備

金

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計繰越利益

剰余金

平成18年12月31日残高

（千円）
366,609 382,859 382,859 2,855 265,845 268,701 1,018,170 2,006 2,006 1,020,176

事業年度中の変動額           

新株の発行 150 150 150    300   300

剰余金の配当     △2,845 △2,845 △2,845   △2,845

当期純利益     26,289 26,289 26,289   26,289
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 株主資本 評価・換算差額等  

　 資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計

純資産合

計
資本準備

金

資本剰余

金合計

利益準備

金

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計繰越利益

剰余金

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額）

       18,210 18,210 18,210

事業年度中の変動額合

計（千円）
150 150 150 － 23,444 23,444 23,744 18,210 18,210 41,954

平成19年12月31日残高

（千円）
366,759 383,009 383,009 2,855 289,290 292,145 1,041,914 20,217 20,217 1,062,131
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券

①関係会社株式

　移動平均法による原価法を

採用しております。

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。

(1) 有価証券

①関係会社株式

同左

 

②その他有価証券

時価のあるもの

同左

(1) 有価証券

①関係会社株式

同左

 

②その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しており

ます。

 時価のないもの

移動平均法による原価法

を採用しております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産

①商品

　総平均法による原価法を採用

しております。

(2）たな卸資産

①商品

同左

(2）たな卸資産

①商品

同左

 ②仕掛品

　個別法による原価法を採用し

ております。

②仕掛品

同左

②仕掛品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、建物（建物附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　５年～39年

工具器具備品　２年～15年

車両運搬具　　４年

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（３年ないし５年）に基

づいて償却をしております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費

　３年間で均等償却しておりま

す。

(2）　　　――――――

(1）　　　――――――

　　 

 

(2）　　　――――――

(1）新株発行費

　３年間で均等償却しておりま

す。

(2）株式交付費

　支出時に全額費用として処理し

ております。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当中

間期の負担額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金

同左

 

 

 

 

 

(2）賞与引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 

 

 

 

 

(2）　　　――――――

　

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は中間決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

同左 　外貨建金銭債権債務は決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しており

ます。
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（減価償却方法の変更）

　当中間会計期間より、法人税法の改正（（所

得税法等の一部を改正する法律　平成19年３月

30日　法律第６号）及び（法人税法施行令の一

部を改正する政令　平成19年３月30日　政令第

83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。これによる損益に

与える影響は軽微であります。

―――――― （減価償却方法の変更）

　当事業年度より、法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律　平成19年３月30日

　法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令　平成19年３月30日　政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。これによる損益に与

える影響は軽微であります。

表示方法の変更

前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

―――――― （貸借対照表）

　「前渡金」は、前中間会計期間末は、流動資産の「その他」に含めて

表示しておりましたが、当中間会計期間末において資産の合計の100分

の５を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間会計期間末の「前渡金」の金額は35,285千円でありま

す。 

　「短期貸付金」は、前中間会計期間末は、流動資産の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当中間会計期間末において資産の合計の

100分の５を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間会計期間末の「短期貸付金」の金額は35,000千円であり

ます。 

追加情報

前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

―――――― 　当社は、法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。

――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年６月30日現在）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日現在）

前事業年度末
（平成19年12月31日現在）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

357,972千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　433,459千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

392,914　千円

　２．当座貸越契約について

　当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約を締結

しております。この契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

　２．当座貸越契約について

　当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約を締結

しております。この契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

　２．当座貸越契約について

　当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約を締結

しております。この契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

　 (千円)

当座貸越限度額の総額 800,000 　

借入実行残高 － 　

差引額 800,000 　

　 (千円)

当座貸越限度額の総額 1,000,000 　

借入実行残高 － 　

差引額 1,000,000 　

　 (千円)

当座貸越限度額の総額 800,000 　

借入実行残高 － 　

差引額 800,000 　

※３．仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。

※３．同左 ※３．　　　　　――――――

４．偶発債務

　連結子会社の開発受託取引に関して、次

のとおり債務保証を行っております。

オムロン　ヘルスケア㈱　　58,000千円

４．　　　　　―――――― ４．　　　　　――――――

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 313千円

受取家賃収入 674千円

関係会社業務受託収入 1,200千円

雑収入 1,046千円

受取利息 　1,731千円

受取家賃収入 　　1,109千円

関係会社業務受託収入 　3,600千円

為替差益 　1,204千円

雑収入 　936千円

受取利息 966千円

受取家賃収入 　1,804千円

関係会社業務受託収入 3,063千円

雑収入 2,128千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 9千円

為替差損 6,151千円

新株発行費償却 2,089千円

支払利息 　134千円

支払手数料 2,000千円

新株発行費償却 4,179千円

雑損失 530千円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの

株式交換差益 2,362千円 固定資産売却益 　261千円

貸倒引当金戻入額 　201千円

投資有価証券売却益 23,568千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの

投資有価証券評価損 875千円 投資有価証券評価損 　1,134千円

子会社株式評価損 　1,500千円

固定資産除却損 　5,183千円

商品除却損 　3,448千円

原状回復費用 2,937千円

デューデリジェンス

費用

　9,663千円

商品評価損 　4,864千円

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

有形固定資産 39,931千円

無形固定資産 2,258千円

有形固定資産 　42,237千円

無形固定資産 2,541千円

有形固定資産 　392,914千円

無形固定資産 　4,585千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末株式

数（株）

当中間連結会計期間増

加株式数（株）

当中間連結会計期間減

少株式数（株）

当中間連結会計期間末

株式数（株）

自己株式     

普通株式　（注）１，２ － 0.44 0.44 －

合計 － 0.44 0.44 －

（注）１．普通株式の自己株式の増加0.44株は、端株の買取りによる増加であります。

２．普通株式の自己株式の減少0.44株は自己株式の消却によるものです。

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額

（借主側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額

（借主側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額

　
有形固定

資産

有形固定

資産
合計

　 建物
工具器具

備品
　

　 （千円） （千円） （千円）

取得価額

相当額
3,082 7,394 10,476

減価償却

累計額相

当額

3,019 1,499 4,518

中間期末

残高相当

額

62 5,894 5,957

　
有形固定

資産
合計

　
工具器具

備品
　

　 （千円） （千円）

取得価額相当

額
13,866 13,866

減価償却累計

額相当額
4,013 4,013

中間期末残高

相当額
9,853 9,853

　
有形固定

資産

有形固定

資産
合計

　 建物
工具器具

備品
　

　 （千円） （千円） （千円）

取得価額

相当額
－ 7,934 7,394

減価償却

累計額相

当額

－ 2,775 2,775

期末残高

相当額
－ 4,618 4,618

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,420千円

１年超 5,357千円

合計 6,777千円

１年以内 3,412千円

１年超 8,229千円

合計 11,642千円

１年以内 1,300千円

１年超 4,702千円

合計 6,002千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

支払リース料 903千円

減価償却費相当額 917千円

支払利息相当額 62千円

支払リース料 913千円

減価償却費相当額 1,237千円

支払利息相当額 79千円

支払リース料 1,767千円

減価償却費相当額 2,256千円

支払利息相当額 152千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方

法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残価保証金

額を残存価額として計算した法定定率法

の償却費に、10/９を乗じる方法（10/９定

率法) によっております。

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方

法

減価償却費相当額の算定方法

同左

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方

法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

支払利息相当額は利息法に基づくもので

あります。 

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失がないた

め、項目等の記載は省略しております。

（減損損失について） 

同左

（減損損失について） 

同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成19年６月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはございません。

（注）当中間会計期間については中間連結財務諸表を作成しているため、「有価証券」の注記に関しましては中

間連結財務諸表における注記事項として記載しております。

当中間会計期間末（平成20年６月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはございません。

前事業年度末（平成19年12月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはございません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり

純資産額
111,985円87銭

１株当たり

中間純損失金額
1,055円80銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額

－

１株当たり

純資産額
109,041円32銭

１株当たり

中間純利益金額
　296円64銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額

－

１株当たり

純資産額
111,927円74銭

１株当たり

当期純利益金額
2,771円82銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

2,770円80銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中

間純損失であるため、記載しておりま

せん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は中間純損失金額
   

中間（当期）純利益又は中

間純損失（△）（千円）
△10,012 2,814 26,289

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る中間（当

期）純利益又は中間純損失

（△）（千円）

△10,012 2,814 26,289

期中平均株式数（株） 9,483 9,489 9,484

　    

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額
   

中間（当期）純利益調整額

（千円） 
－ － －

普通株式増加数（株） － － 3

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権５種類（新株予

約権の数312個）。

新株予約権５種類（新株予

約権の数268個）。

新株予約権５種類（新株予

約権の数282個）。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

―――――― (子会社設立)
　平成20年８月８日開催の臨時取締役会にお
いて、子会社を平成20年８月15日に設立する
ことを決議いたしました。

　新会社は、次世代ルーティング技術と目され

るフローベースのルーターメーカであるSable
社との資本・業務提携により、Sable社のもつ
製品及び基礎技術に日本の開発技術を加え、

IT分野では珍しい日本発で世界市場へ挑む次
世代ネットワーク機器メーカとして事業展開

を図ることを主な目的とし、当該子会社を設

立いたしました。

１．当該子会社の概要

(1) 商号
株式会社セーブルネットワークス

(2) 代表者
二木 均

(3) 所在地
東京都港区芝公園一丁目6番8号

(4) 設立
平成20年８月15日

(5) 決算期
３月

(6) 資本金
250,000千円

(7) 出資比率
株式会社ネットワークバリューコンポネ

ンツ（当社）　92％
二木 均　８％

――――――

 (子会社設立)
　平成20年９月10日開催の定時取締役会にお
いて、子会社を平成20年９月10日に設立する
ことを決議いたしました。

　先般設立しました子会社である株式会社

セーブルネットワークス社は、Sable社のもつ
製品及び基礎技術に日本の開発技術を加え、

次世代ネットワーク機器メーカとして事業展

開を図ることを主な目的としておりますが、

日本市場の迅速な立ち上げには、販売体制の

整備が不可欠であると判断し、このたび製品

販売を主な事業目的とする株式会社セーブル

ネットワークスジャパンを当社と株式会社

セーブルネットワークス社との共同出資によ

り設立いたしました。

１．当該子会社の概要

(1) 商号
株式会社セーブルネットワークスジャパ

ン

(2) 代表者
渡部　進

(3) 所在地
東京都港区港南二丁目4番3号

(4) 設立
平成20年９月10日

(5) 決算期
３月

(6) 資本金
10,000千円

(7) 出資比率
株式会社ネットワークバリューコンポネ

ンツ（当社）　51％
株式会社セーブルネットワークス　49％
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（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

 事業年度（第18期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）平成20年３月31日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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　 独立監査人の中間監査報告書　
　 　 　

　 　 　 平成１９年９月２０日

株式会社　ネットワークバリューコンポネンツ 　 　

　 取締役会　御中 　

　 監査法人トーマツ 　

　
指 定 社 員

業務執行社員
　 公認会計士 松　本　保　範　　

　
指 定 社 員

業務執行社員
　 公認会計士 望　月　明　美　　

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ネットワークバリューコンポネンツの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。　

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ネットワークバリューコンポネンツ及び連結子会社の平成１９年６月３０日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。
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　 独立監査人の中間監査報告書　
　 　 　

　 　 　 平成２０年９月１９日

株式会社　ネットワークバリューコンポネンツ 　 　

　 取締役会　御中 　

　 監査法人トーマツ 　

　
指 定 社 員

業務執行社員
　 公認会計士 松　本　保　範　　

　
指 定 社 員

業務執行社員
　 公認会計士 望　月　明　美　　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ネットワークバリューコンポネンツの平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（平成２０年１月１日から平成２０年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。　

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ネットワークバリューコンポネンツ及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成２０年１月１日から平成２０年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。
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　 独立監査人の中間監査報告書　
　 　 　

　 　 　 平成１９年９月２０日

株式会社　ネットワークバリューコンポネンツ 　 　

　 取締役会　御中 　

　 監査法人トーマツ 　

　
指 定 社 員

業務執行社員
　 公認会計士 松　本　保　範　　

　
指 定 社 員

業務執行社員
　 公認会計士 望　月　明　美　　

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ネットワークバリューコンポネンツの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第１８期事業年度の中間

会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。　

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ネットワークバリューコンポネンツの平成１９年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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　 独立監査人の中間監査報告書　
　 　 　

　 　 　 平成２０年９月１９日

株式会社　ネットワークバリューコンポネンツ 　 　

　 取締役会　御中 　

　 監査法人トーマツ 　

　
指 定 社 員

業務執行社員
　 公認会計士 松　本　保　範　　

　
指 定 社 員

業務執行社員
　 公認会計士 望　月　明　美　　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ネットワークバリューコンポネンツの平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの第１９期事業

年度の中間会計期間（平成２０年１月１日から平成２０年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。　

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ネットワークバリューコンポネンツの平成２０年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成２０年１月１日から平成２０年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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